様式第２号（第５条関係）

創業計画書

１　創業者の情報・略歴等
	フリガナ
申請者名
	

	住所
	

	
	
	生年月日
	

	略歴・沿革
	年月
	内容（勤務先、担当業務、役職、身につけた技能等）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	取　得　資　格　等
	有　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　・　特に無し

	知　的　財　産　等
	有　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　・　特に無し



２　起業の目的、動機
	起業の目的、動機
	


３　予定する企業概要・取扱商品・サービス等
	法人名
	
	資本金
	万円

	起業日
	年　　　月
	操業開始日
	年　　　　月

	業種（日本標準産業分類）
	大分類：　　　　　　　　　　　　　中分類：　　　　　
小分類：　　　　　　　　　　　　　細分類：

	本社
（状況についてはいずれかに○をすること）
	所在地　

	
	土地の状況　　自己所有　　　賃借　　　　購入（購入価格　　　　　　万円）

	
	建物の状況　　自己所有　　　賃借　　　　購入（購入価格　　　　　　万円）

	事業所（工場等）
（状況についてはいずれかに○をすること）
	所在地　

	
	土地の状況　　自己所有　　　借地　　　　購入（購入価格　　　　　　万円）

	
	建物の状況　　自己所有　　　賃借　　　　購入（購入価格　　　　　　万円）

	具体的な取扱商品・サービス等の内容
	1 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売上シェア　　　％）

	
	2 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売上シェア　　　％）

	
	3 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売上シェア　　　％）

	セールスポイント
	

	販売ターゲット・販売戦略
	

	競合・市場など企業を取り巻く状況
	


４　取引先・取引条件等
	
	取引先名
（所在地等）
	シェア
	掛取
引の
割合
	回収・支払
の条件
	取引先名
（所在地等）
	シェア
	掛取
引の
割合
	回収・支払
の条件

	　販売先
	
	％
	％
	日〆　
日回収
	
	％
	％
	日〆　
日回収

	
	
	％
	％
	日〆　
日回収
	
	％
	％
	日〆　
日回収

	　仕入先
	
	％
	％
	日〆　
日支払
	
	％
	％
	日〆　
日支払

	
	
	％
	％
	日〆　
日支払
	
	％
	％
	日〆　
日支払

	　外注先
	
	％
	％
	日〆　
日支払
	
	％
	％
	日〆　
日支払

	
	
	％
	％
	日〆　
日支払
	
	％
	％
	日〆　
日支払

	従業員等
	常勤役員の人数
	　　　　人
	人件費
の支払
	日〆　　　日支払
（ボーナスの支給月　　月、　　月）

	
	従業員数（うち家族）
	人（　　人）
	
	

	
	パート・アルバイト
	　　　　人
	
	



５　必要な資金と調達の方法（必要な資金とは、認定後３年間に係る資金の合計額とし、
５－２の合計額と一致すること。）
	[bookmark: _Hlk129164768]必　要　な　資　金
	金　　額
	調　達　の　方　法
	金　　額

	準備資金
	テストマーケティングなど
（内訳）
	万円
	自己資金
（合計金額の1/10以上であること）
	万円

	土地建物資金
	土地、建築物など
（内訳）
	万円
	親、兄弟、知人、友人等からの借入
（内訳・返済方法）
	万円

	設備資金
	機械、備品、車両など
（内訳）
	万円
	日本政策金融公庫 国民生活事業からの借入
	万円

	
	
	
	他の金融機関等からの借入
（内訳・返済方法）
	万円

	運転資金
	原材料仕入、経費支払資金など
（内訳）
	万円
	その他
	万円

	合　　　　計
	万円
	合　　　　　計
	万円


５－２　必要な資金（年度毎に記載）
	
	１年目
	２年目
	３年目

	
	必要な資金（内訳）
	金　額
	必要な資金（内訳）
	金　額
	必要な資金（内訳）
	金　額

	（テストマーケティングなど）
準　備　資　金
	
	万円
	
	万円
	
	万円

	（土地、建物など）
土地建物資金
	
	万円
	
	万円
	
	万円

	（機械、備品、車両など）
設　備　資　金
	
	万円
	
	万円
	
	万円

	（原材料仕入、経費支払資金など）
運　転　資　金
	
	万円
	
	万円
	
	万円

	小　　計
	万円
	小　　計
	万円
	小　　計
	万円

	合　　計
	万円



６　起業から操業、運転に至るまでの具体的な取り組み
	年　月
	内容（起業、操業、資産取得、資格取得、従業員募集など具体的なもの）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


７　操業開始後の事業の見通し（月平均）
	
	操業開始当初
	軌道に乗った後
（　年　月頃）
	売上高、売上原価(仕入高)、経費を計算した根拠

	売　上　高　①
	万円
	万円
	

	売上原価　②
（仕　入　高）
	万円
	万円
	

	経　　　　　　費
	人 件 費 
	万円
	万円
	

	
	家　　賃
	万円
	万円
	

	
	支払利息
	万円
	万円
	

	
	その他
	万円
	万円
	

	
	合　 計③
	万円
	万円
	

	利益①－②－③
	万円
	万円
	



８　借入の状況
	借入先
	使途
	借入残高
	年間返済額

	
	□事業　□住宅　□教育　□カード　□その他
	万円
	万円

	
	□事業　□住宅　□教育　□カード　□その他
	万円
	万円

	
	□事業　□住宅　□教育　□カード　□その他
	万円
	万円



９　自由記述欄（追加でアピールしたいことなど）
	


注)その他参考となる資料など、より計画が具体的に伝わる資料があれば、計画書に添えて提出すること。
